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日立からウエスタンデジタルへのハードディスクドライブ事業の譲渡について 

 

 

株式会社日立製作所（執行役社長：中西 宏明／以下、日立）および米国のハードディスクドライ

ブ製造会社である Western Digital Corporation(President & CEO：ジョン・F・コイン／以下、

WD)は、日立がハードディスクドライブ事業を WD に譲渡することに合意し、本日正式契約を締結し

ました。 

 

WDは、日立の 100%子会社で、日立グローバルストレージテクノロジーズ(以下、日立GST)の持

株会社であるヴィヴィティテクノロジーズ(Viviti Technologies Ltd. ／以下、Viviti)の全株式を、現

金およびWDの株式を合わせた約 43億ドル相当で買収します。WD と日立GSTの組み合わせに

より、事業規模と優秀なグローバル人材そして豊富な技術ポートフォリオに裏付けされた、HDD業界

でもっとも幅広い製品ラインナップを兼ね備えた、顧客重視のストレージ企業が誕生します。 

今回の正式契約に基づき、WDは現金 35億ドルおよびWDの株式 2,500万株(7億 5,000万ド

ル*相当)で日立GSTを買収します。日立はWDの発行済株式総数の約10%を保有することとなり、

また、日立から2名がWDの取締役に就任します。株式譲渡は、規制当局からの許認可の取得など

を条件に、2011年9月末までに完了することを見込んでいます。また、現在日立GSTのPresident 

& CEOであるスティーブ・ミリガンはWDの現在の経営陣に President として加わる予定です。 

* 2011年 3月 4日のWD株価終値 30.01 ドルに基づき、試算しています。 

 

WDの President & CEOであるジョン・F・コインは次のように述べています。 

「日立 GST 買収は、WD がお客様、株主、従業員、サプライヤー、拠点を有する地域社会に対して

更なる価値をもたらす類まれな機会です。このステップは、研究開発力の強化、豊富な製品ポートフ

ォリオの革新と拡充、包括的な市場カバレッジ、コスト構造と市場競争力を強化する規模という恩恵

をもたらすと信じています。両社の従業員の能力と貢献は、この魅力的な機会を評価するにあたって

の重要な検討事項でした。我々は、両社の実績のある統合能力により、引き続き顧客満足を確保し
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ながら、この統合を成功させていきます。」 

 

日立 GSTの President & CEOであるスティーブ・ミリガンは次のように述べています。 

「WDと日立GSTの組み合わせは、HDD業界において強力な実行力を発揮し、優れた成果を挙げ

てきた2社を結びつけるものです。両社が一緒になることで、我々は世界中のお客様に対して、革新

的なパーソナル・ストレージからエンタープライズ向けのソリッド・ステート・ドライブ(SSD)まで、HDD

業界でもっとも魅力的かつ幅広い製品およびサービスを提供することができるようになります。」 

 

日立の執行役社長である中西宏明は、次のように述べています。 

「日立 GST の元 CEO として、私は、日立 GST には、更に大きく、かつ機動性の高い企業となる可

能性があるといつも信じていました。今回の両社の合意は、HDD 業界を代表し高成長を続ける高収

益な２社の戦略的統合を実現するものであり、新会社が顧客価値や株主価値を向上させ、新たな市

場に進出していくために大きく貢献するでしょう。また、非常に重要な点は、WD と我々が更なるグロ

ーバルカンパニーとなるという目標を共有している点です。これによって、新会社は、進化するストレ

ージ産業においてより大きな役割を果たしていくことができると確信しています。」 

 

1．譲渡対象となる子会社の概要  

(1) 商 号 Viviti Technologies Ltd. 

(2) 所 在 地 シンガポール(*) 

            (*)日立 GSTの本社機能は、米国カリフォルニア州サンノゼにあります。 

(3) 代 表 者 President & CEO Steve Milligan (スティーブ・ミリガン) 

(4) 事 業 内 容 HDDの開発・製造・販売             

(5) 設立年月日 2010年 10月 5日 

(6) 資 本 金 21億 1,300万ドル(2010年 12月 31日時点) 

(7) 大  株  主 日立 100％(2011年 3月 7日現在) 

(8) 売 上 高  60億 300万ドル(5,268億円) [2010年 1－12月] 

(9) 日立との関係 

   資本関係 : 日立は Vivitiの発行済株式をすべて保有しています。 

   人的関係 : 日立の執行役 2名を含む計 6名が Vivitiの取締役に就任しています。    

   取引関係 : 日立は日立 GSTから HDD を調達しており、また、グループプーリング制度

による資金取引等を行っています。 
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(10)最近 3年間の連結業績                              

日立連結決算上の 

計上時期 

2009年 3月期通期 

(実績) 

2010年 3月期通期 

(実績) 

2011年 3月期通期 

 (速報) 

出荷時期 2008年 1-12月 2009年 1-12月 2010年 1-12月 

売上高 
億円 5,733 4,517 5,268 

百万米ドル 5,574 4,821 6,003 

営業利益 
億円 214 92 572 

百万米ドル 208 106 645 

純資産 百万米ドル 545 596 1,257 

総資産 百万米ドル 3,092 3,067 3,656 

 

2．株式譲渡の相手先の概要  

(1) 商 号 Western Digital Corporation 

(2) 所 在 地 米国カリフォルニア州アーバイン市 

(3) 代 表 者 President & CEO John F. Coyne(ジョン・F・コイン) 

(4) 事 業 内 容 HDDの開発・製造・販売 

(5) 設 立 年 月 日 1970年 4月 23日 

(6) 資 本 金 10億 4,200万ドル (2010年 12月 31日時点) 

(7) 大  株 主  Fidelity       : 6.1% 

Vanguard Group : 4.9%  (2010年 12月 31日時点) 

(8) 純 資 産 51億 5,900万ドル (2010年 12月 31日時点) 

(9) 総 資 産 78億 4,300万ドル (2010年 12月 31日時点) 

(10) 売 上 高 98億 5,000万ドル[2010年度実績(2009年 7月－2010年 6月)] 

(11)日立との関係 

   資本関係 : なし 

   人的関係 : なし 

   取引関係 : 日立はWDからHDDなどを調達しています。 

 

3．譲渡前後の株式所有比率の状況 

  譲渡前の所有株式比率 : WD   0%、日立 100% 

  譲渡後の所有株式比率 : WD 100%、日立   0% 

 

4．譲渡対価 

  35億ドルおよびWDの株式 2,500万株 

 

5．株式譲渡日程 

  規制当局からの許認可の取得などを条件に、2011年 9月末までに株式譲渡を完了することを 

見込んでいます。 
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6．本件に伴う日立の業績への影響 

  2011年 3月期の連結業績への影響はありません。 

  2012年 3月期の連結業績への影響については、現時点では未定ですので、分かり次第お知ら 

せします。 

 

将来の見通しに関するリスク情報 

本資料における当社の今後の計画、見通し、戦略等の将来予想に関する記述は、当社が現時点で

合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等の結果は見通しと大きく異なる

ことがありえます。 

その要因のうち、主なものは以下の通りです。 

 
・主要市場（特に日本、アジア、米国およびヨーロッパ）における経済状況および需要の急激な変動  

・為替相場変動（特に円／ドル、円／ユーロ相場）  

・資金調達環境  

・日本の株式相場変動  

・持分法適用会社への投資に係る損失  

・価格競争の激化（特にコンポーネント・デバイス部門およびデジタルメディア・民生機器部門）  

・新技術を用いた製品の開発、タイムリーな市場投入、低コスト生産を実現する当社および子会社の能力  

・急速な技術革新  

・長期契約におけるコストの変動および契約の解除  

・原材料・部品の不足および価格の変動  

・製品需給の変動  

・製品需給、為替相場および原材料価格の変動並びに原材料・部品の不足に対応する当社および子会社の能力  

・社会イノベーション事業強化に係る戦略  

・事業構造改善施策の実施  

・主要市場・事業拠点（特に日本、アジア、米国およびヨーロッパ）における社会状況および貿易規制等各種規制  

・製品開発等における他社との提携関係  

・自社特許の保護および他社特許の利用の確保  

・当社、子会社または持分法適用会社に対する訴訟その他の法的手続  

・製品やサービスに関する欠陥・瑕疵等  

・地震、その他の自然災害等（特に日本）  

・情報システムへの依存および機密情報の管理  

・退職給付債務に係る見積り 

・人材の確保 

 

 

以 上 



------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
このニュースリリース記載の情報(製品価格、製品仕様、サービスの内容、発売日、 

お問い合わせ先、URL 等)は、発表日現在の情報です。予告なしに変更され、検索日と

情報が異なる可能性もありますので、あらかじめご了承ください。 

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 


	日立からウエスタンデジタルへのハードディスクドライブ事業の譲渡について
	1．譲渡対象となる子会社の概要
	2．株式譲渡の相手先の概要
	3．譲渡前後の株式所有比率の状況
	4．譲渡対価
	5．株式譲渡日程
	6．本件に伴う日立の業績への影響


